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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第150期
第3四半期

連結累計期間

第151期
第3四半期

連結累計期間
第150期

会計期間
自 平成26年4月1日
至 平成26年12月31日

自 平成27年4月1日
至 平成27年12月31日

自 平成26年4月1日
至 平成27年3月31日

売上高 (百万円) 34,363 32,758 63,139

経常損失(△)又は経常利益 (百万円) △2,147 △2,728 2,323

親会社株主に帰属する四半期
純損失(△)又は親会社株主に
帰属する当期純利益

(百万円) △1,700 △1,981 1,014

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 136 △1,371 3,894

純資産額 (百万円) 35,684 37,441 39,441

総資産額 (百万円) 81,288 82,860 86,135

1株当たり四半期純損失金額(△)
又は1株当たり当期純利益金額

(円) △27.11 △31.59 16.18

潜在株式調整後1株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 43.9 45.2 45.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,980 874 940

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,374 △1,576 △1,221

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,029 78 △8

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 2,532 3,944 4,623
 

 

回次
第150期
第3四半期

連結会計期間

第151期
第3四半期

連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月1日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月1日
至 平成27年12月31日

1株当たり四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) 3.16 △2.90
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年9月13日）等を適用し、第1四半期連結累計

期間より、「四半期純損失(△)又は当期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純損失(△)又は親会社株

主に帰属する当期純利益」としております。

４．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第3四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれる事業の内容に重

要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　

（電気機器事業関連）

　電気機器事業の拡大を図ることを目的としてKyosan USA Inc.を新規設立し、第1四半期連結会計期間より連結の範

囲に含めております。

（信号システム事業関連）

　インド市場における信号システム事業の拡大を図ることを目的としてTVM Signalling and Transportation Systems

Private Limited の株式を取得し、第2四半期連結会計期間より持分法の適用範囲に含めております。

　

この結果、平成27年12月31日現在では、当社グループは、当社、連結子会社10社、非連結子会社1社、持分法適用関

連会社2社の計14社で構成されております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第3四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響をおよぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第3四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

 

（1）経営成績の分析

当第3四半期連結累計期間におけるわが国経済は、引き続き緩やかな景気回復基調が続いているものの、中

国経済の減速傾向、世界的な政治不安などによる景気下振れリスクが懸念されるなど、不透明な状況で推移

いたしました。

　また、当社グループの事業環境は、国内外を問わず激しい競争が継続しており、厳しい状況で推移してお

ります。

　このような事業環境の下、当社グループは今年度よりスタートした3ヵ年の中期事業計画において、グロー

バル事業展開加速を中心とした「成長戦略の推進」および利益確保に向けた既存領域における「事業構造改

革」に取り組んでおります。

　受注、売上につきましては、電気機器事業は産業機器用電源装置の需要が伸張し前年同期を上回ったもの

の、信号システム事業における国内大口案件一巡が影響し、全体としては前年同期を下回りました。

　利益面につきましては、売上の減少とこれに伴う操業度の低下に加え、金融機関との借入契約更新に伴う

金融費用や為替差損の発生が影響し、前年同期を下回りました。

　この結果、当第3四半期連結累計期間の業績は、受注高44,842百万円（対前年同期比2,032百万円減）、売

上高32,758百万円（対前年同期比1,605百万円減）、営業利益△2,743百万円（対前年同期比167百万円減）、

経常利益△2,728百万円（対前年同期比580百万円減）、親会社株主に帰属する四半期純利益△1,981百万円

（対前年同期比280百万円減）となりました。

　

セグメント別の業績概況は、次のとおりであります。

 

〔信号システム事業〕

受注につきましては、東京地下鉄ホームドア改良工事、京阪電気鉄道ＡＴＳ装置、台湾高速鉄道向け信号

設備、インド向け電子連動装置用品などがありました。売上につきましては、ＪＲ各社向け電子連動装置・

信号機器、名古屋鉄道国府駅ＰＴＣ装置、韓国仁川国際空港ＡＰＭ信号設備などがありました。しかしなが

ら、前年同期に比べて大口案件が少なかったことから、受注・売上ともに前年同期を下回りました。

この結果、受注高35,031百万円（対前年同期比4,313百万円減）、売上高25,363百万円（対前年同期比

2,912百万円減）となりました。なお、セグメント利益は72百万円（対前年同期比177百万円減）となりま

す。
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〔電気機器事業〕

受注につきましては、通信設備用電源装置は鉄道事業者や電力事業者向け案件が低調に推移したものの、

産業機器用電源装置において中国の設備投資継続による液晶パネル製造装置用電源装置と、半導体メモリー

メーカーの積極的な投資による半導体製造装置用電源装置の需要が大幅に増加したことから、前年同期を上

回りました。売上につきましては、通信設備用電源装置は低調に推移したものの、産業機器用電源装置が液

晶パネル製造装置用電源装置および半導体製造装置用電源装置とも好調に推移したため、前年同期を上回り

ました。

この結果、当事業では受注高9,811百万円（対前年同期比2,281百万円増）、売上高7,395百万円（対前年同

期比1,306百万円増）となりました。なお、セグメント利益は265百万円（対前年同期比240百万円増）となり

ます。

 

（2）財政状態の分析

当第3四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて3,274百万円減少し、82,860百万円と

なりました。主な増減は以下のとおりであります。

　資産の部は、たな卸資産が7,509百万円増加し、受取手形及び売掛金が12,068百万円減少しました。

　負債の部は、借入金が短期、長期あわせて770百万円、電子記録債務が4,128百万円増加し、支払手形及び

買掛金が5,115百万円、未払法人税等が722百万円減少しました。

　純資産の部は、その他有価証券評価差額金が596百万円増加し、利益剰余金が2,608百万円減少しました。

 

（3）キャッシュ・フローの状況の分析

当第3四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前第3四半期連結会計期間末に比べ1,412百万円増加

し3,944百万円となりました。当四半期連結累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のと

おりであります。

当第3四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、874百万円のプラスとなり、前

第3四半期連結累計期間に比べ2,854百万円増加しました。

　これはたな卸資産の増減額が2,378百万円減少したことが主な要因であります。

当第3四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、1,576百万円のマイナスとな

り、前第3四半期連結累計期間に比べ支出が201百万円増加しました。これは本社工場生産拠点再構築に伴う

投資額が増加したため、前期に比べ有形固定資産の取得による支出が430百万円増加したことが主な要因であ

ります。

当第3四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、78百万円のプラスとなり、前第

3四半期連結累計期間に比べ951百万円減少しました。これは借入金の収支が短期と長期あわせて965百万円、

支出側の増加となったことが主な要因であります。

 

（4）事業上および財務上の対処すべき課題

当第3四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更およ

び新たに生じた課題はありません。

 

（5）研究開発活動

当第3四半期連結累計期間の研究開発費は、信号システム事業1,023百万円、電気機器事業568百万円、共通

研究開発費435百万円で、総額2,026百万円であります。

　研究開発につきましては、事業戦略の上で急務となっております製品開発および製品改良等の研究課題に

取り組んでおります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第3四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年2月8日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 62,844,251 62,844,251
東京証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式です。
単元株式数は1,000株です。

計 62,844,251 62,844,251 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年10月1日～
平成27年12月31日

― 62,844,251 ― 6,270 ― 4,625
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第3四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第3四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成27年9月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   平成27年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普 通 株 式 　
91,000 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
 　　　62,601,000

62,601 ―

単元未満株式 普通株式 152,251 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 62,844,251 ― ―

総株主の議決権 ― 62,601 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権2個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式952株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成27年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社京三製作所

横浜市鶴見区平安町
二丁目29番地の1

91,000 ― 91,000 0.14

計 ― 91,000 ― 91,000 0.14
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第5条の2第3項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3四半期連結会計期間(平成27年10月1日から平成27年

12月31日まで)及び第3四半期連結累計期間(平成27年4月1日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年3月31日)
当第3四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,650 3,975

  受取手形及び売掛金 29,531 ※1  17,462

  製品 3,376 4,002

  半製品 3,095 3,452

  仕掛品 12,718 19,234

  原材料及び貯蔵品 363 374

  繰延税金資産 1,724 2,384

  その他 269 582

  貸倒引当金 △21 △42

  流動資産合計 55,708 51,426

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 8,311 7,643

   その他（純額） 4,646 5,247

   有形固定資産合計 12,958 12,890

  無形固定資産 1,240 1,286

  投資その他の資産   

   投資有価証券 14,889 15,987

   繰延税金資産 48 52

   その他 1,309 1,236

   貸倒引当金 △20 △20

   投資その他の資産合計 16,227 17,256

  固定資産合計 30,426 31,433

 資産合計 86,135 82,860
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年3月31日)
当第3四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 12,588 ※1  7,473

  電子記録債務 163 ※1  4,292

  短期借入金 10,350 7,000

  1年内返済予定の長期借入金 5,480 1,900

  未払法人税等 789 67

  役員賞与引当金 93 ―

  受注損失引当金 1,364 1,006

  その他 6,689 6,582

  流動負債合計 37,519 28,321

 固定負債   

  長期借入金 3,900 11,600

  退職給付に係る負債 3,103 2,995

  資産除去債務 121 124

  環境対策引当金 47 47

  繰延税金負債 1,794 2,132

  その他 207 197

  固定負債合計 9,174 17,097

 負債合計 46,693 45,419

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,270 6,270

  資本剰余金 4,625 4,625

  利益剰余金 23,081 20,473

  自己株式 △40 △41

  株主資本合計 33,936 31,327

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 5,715 6,312

  為替換算調整勘定 101 30

  退職給付に係る調整累計額 △312 △228

  その他の包括利益累計額合計 5,504 6,114

 純資産合計 39,441 37,441

負債純資産合計 86,135 82,860
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

   【四半期連結損益計算書】

   【第3四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第3四半期連結累計期間
(自 平成26年4月1日

　至 平成26年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 平成27年4月1日

　至 平成27年12月31日)

売上高 ※1  34,363 ※1  32,758

売上原価 29,071 27,751

売上総利益 5,292 5,006

販売費及び一般管理費   

 給料及び手当 1,962 1,977

 賞与 558 560

 役員賞与引当金繰入額 37 ―

 退職給付費用 244 234

 減価償却費 201 273

 荷造及び発送費 754 701

 貸倒引当金繰入額 △5 22

 その他 4,115 3,980

 販売費及び一般管理費合計 7,868 7,749

営業損失（△） △2,576 △2,743

営業外収益   

 受取配当金 142 175

 受取保険金 181 125

 受取補償金 8 2

 為替差益 140 ―

 その他 124 89

 営業外収益合計 597 392

営業外費用   

 支払利息 128 125

 資金調達費用 25 161

 持分法による投資損失 0 29

 為替差損 ― 51

 その他 13 9

 営業外費用合計 168 376

経常損失（△） △2,147 △2,728

特別利益   

 固定資産売却益 0 2

 投資有価証券売却益 33 ―

 投資有価証券償還益 ― 185

 特別利益合計 33 188

特別損失   

 固定資産除売却損 194 26

 ゴルフ会員権評価損 2 ―

 環境対策引当金繰入額 75 ―

 その他 ― 0

 特別損失合計 273 27

税金等調整前四半期純損失（△） △2,387 △2,566

法人税等 △686 △585

四半期純損失（△） △1,700 △1,981

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） ― ―

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △1,700 △1,981
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【四半期連結包括利益計算書】

【第3四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第3四半期連結累計期間
(自 平成26年4月1日

　至 平成26年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 平成27年4月1日

　至 平成27年12月31日)

四半期純損失（△） △1,700 △1,981

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,674 596

 為替換算調整勘定 92 △70

 退職給付に係る調整額 70 83

 その他の包括利益合計 1,837 609

四半期包括利益 136 △1,371

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 136 △1,371

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第3四半期連結累計期間
(自 平成26年4月1日

 至 平成26年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 平成27年4月1日

 至 平成27年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純損失（△） △2,387 △2,566

 減価償却費 1,414 1,399

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △18 21

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 118 16

 持分法による投資損益（△は益） 0 29

 受取利息及び受取配当金 △170 △196

 支払利息 128 125

 投資有価証券売却損益（△は益） △33 ―

 投資有価証券償還損益（△は益） ― △185

 売上債権の増減額（△は増加） 11,855 12,055

 たな卸資産の増減額（△は増加） △9,895 △7,516

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,259 △975

 その他 △598 △572

 小計 △846 1,634

 利息及び配当金の受取額 147 181

 利息の支払額 △116 △106

 法人税等の支払額 △1,164 △835

 営業活動によるキャッシュ・フロー △1,980 874

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △679 △493

 定期預金の払戻による収入 278 489

 投資有価証券の取得による支出 △20 △30

 関連会社株式の取得による支出 △140 △258

 投資有価証券の売却による収入 374 ―

 投資有価証券の償還による収入 ― 242

 有形固定資産の取得による支出 △878 △1,309

 無形固定資産の取得による支出 △240 △287

 その他 △68 71

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,374 △1,576

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 3,100 △3,350

 長期借入れによる収入 ― 9,000

 長期借入金の返済による支出 △1,365 △4,880

 配当金の支払額 △627 △627

 その他 △77 △64

 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,029 78

現金及び現金同等物に係る換算差額 19 △55

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,305 △678

現金及び現金同等物の期首残高 4,655 4,623

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 182 ―

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  2,532 ※1  3,944
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

 

(連結の範囲又は持分法の適用の範囲の変更)

（1）連結の範囲の重要な変更

電気機器事業の拡大を図ることを目的としてKyosan USA Inc.を設立し、第1四半期連結会計期間より連結の範

囲に含めております。

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

インド市場における信号システム事業の拡大を図ることを目的としてTVM Signalling and Transportation

Systems Private Limited の株式を取得し、第2四半期連結会計期間より持分法の適用範囲に含めております。

 
 

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年9月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成25年9月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号　平成25年9

月13日）等を、第1四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主

持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第3四半期連結累計期間及び前連結会

計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第3四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１　　当第3四半期連結会計期間末日は、金融機関の休日のため、以下の四半期連結会計期間末日満期手形、電子記録

債務、ファクタリング対象の買掛金は四半期連結会計期間末日に決済が行われたものとして処理しております。

 
前連結会計年度

(平成27年3月31日)
当第3四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

受取手形 ―百万円 111百万円

支払手形 ― 70

電子記録債務 ― 22

買掛金 ― 1,135
 

 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　 売上高の季節的変動

前第3四半期連結累計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年12月31日）及び当第3四半期連結累計期間

（自　平成27年4月1日　至　平成27年12月31日）

 当社グループの主力事業であります信号システム事業は、主要顧客が鉄道各事業者および官公庁であるため、

売上高は期末にかけて増加する傾向があります。

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第3四半期連結累計期間
(自 平成26年4月1日
至 平成26年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 平成27年4月1日
至 平成27年12月31日)

現金及び預金勘定 3,031百万円 3,975百万円

預入期間が3ヶ月を超える
定期預金

△499 △30

現金及び現金同等物 2,532 3,944
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(株主資本等関係)

前第3四半期連結累計期間(自 平成26年4月1日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年6月24日
定時株主総会

普通株式 313 5.0 平成26年3月31日 平成26年6月25日 利益剰余金

平成26年11月6日
取締役会

普通株式 313 5.0 平成26年9月30日 平成26年12月2日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期連結会計期間の末日後

となるもの

 

該当事項はありません。

 

 

当第3四半期連結累計期間(自 平成27年4月1日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年6月24日
定時株主総会

普通株式 313 5.0 平成27年3月31日 平成27年6月25日 利益剰余金

平成27年11月6日
取締役会

普通株式 313 5.0 平成27年9月30日 平成27年12月2日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期連結会計期間の末日後

となるもの

 

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第3四半期連結累計期間(自 平成26年4月1日 至 平成26年12月31日)

   報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     

 

報告セグメント

調整額（注）1
(百万円)

四半期連結損益
計算書計上額

（注）2
(百万円)

信号システム
事業

(百万円)

電気機器
事業

(百万円)

計
(百万円)

売上高      

　外部顧客に
　対する売上高

28,275 6,088 34,363 ― 34,363

　セグメント間の内部
　売上高または振替高

28 403 432 △432 ―

計 28,304 6,492 34,796 △432 34,363

セグメント利益または損失(△) 250 24 274 △2,851 △2,576
 

(注)1　セグメント利益または損失(△)の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用2,851百万円が含

まれております。なお全社費用は管理部門等に係る費用であります。

2　セグメント利益または損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第3四半期連結累計期間(自 平成27年4月1日 至 平成27年12月31日)

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     

 

報告セグメント

調整額（注）1
(百万円)

四半期連結損益
計算書計上額

（注）2
(百万円)

信号システム
事業

(百万円)

電気機器
事業

(百万円)

計
(百万円)

売上高      

　外部顧客に
　対する売上高

25,363 7,395 32,758 ― 32,758

　セグメント間の内部
　売上高または振替高

17 383 400 △400 ―

計 25,380 7,778 33,158 △400 32,758

セグメント利益または損失(△) 72 265 337 △3,081 △2,743
 

(注)1　セグメント利益または損失(△)の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用3,081百万円が含

まれております。なお全社費用は管理部門等に係る費用であります。

2　セグメント利益または損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(1株当たり情報)

1株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第3四半期連結累計期間
(自 平成26年4月1日
至 平成26年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 平成27年4月1日
至 平成27年12月31日)

1株当たり四半期純損失金額 △27円11銭 △31円59銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純損失金額(百万円) △1,700 △1,981

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純損失金額(百万円)

△1,700 △1,981

   普通株式の期中平均株式数(千株) 62,728 62,725
 

（注）潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

 第151期(平成27年4月1日から平成28年3月31日まで)中間配当については、平成27年11月6日開催の取締役会におい

て、平成27年9月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

① 配当金の総額                             　 313百万円

② 1株当たりの金額                      　       5円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成27年12月2日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社京三製作所(E01770)

四半期報告書

19/20



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年2月1日

 株　式　会　社　京　三　製　作　所

　　 取　締　役　会　御　中

 

 
有限責任監査法人　　ト　ー　マ　ツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士　　片   岡 　久　　依　　㊞

 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士　　細　　野 　和　　寿　　㊞

 
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社京

三製作所の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２７年

１０月１日から平成２７年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年１２

月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包

括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社京三製作所及び連結子会社の平成２７年１２月３１日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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